
 

木津小学校ＰＴＡ選出規定 
 

   第１章  総 則 

 

 （規定） 

第１条 木津小学校ＰＴＡの学級委員、本部役員、専門委員の選出は、この規定により実施する。 

 

 （目的） 

第２条 この規定は、会の正常な発展と民主的な運営を期するため、公明適正な選出を行うことを目的とする。 

 

 （選出方法） 

第３条 選出は立候補を優先とする。立候補者が定員を超える場合は、立候補者同士の互選とする。  

     また、立候補者が定員に満たない場合は、選出候補者名簿に記載する会員による互選とする。 

 

第４条 立候補については一度の選出につき、兄弟姉妹がいる場合は、重複して立候補はできない。 

 

（選出候補者名簿） 

第５条 選出規定第３条において立候補者が定員に満たない場合は、選出候補者名簿を作成する。但し、本規

定１２条に該当する会員は選出候補者名簿から省くことができる。 

 

第６条 役員委員等に欠員が生じた場合、必要に応じて選出を行う。任期は前任者の残任期間とする。  

 

 

   第２章  本部役員 専門委員 

 

第７条 役員会は、２月中に次年度本部役員並びに福祉厚生、文化教養、広報各委員会の正副委員長 

を選出する。 

 

 （本部役員の選出と就任） 

第８条 本部役員・専門委員会正副委員長候補者の選出と就任は、次のとおりとする。 

(1) 前年度の１２月から立候補を募る。 

(2) 立候補者が定員を下回る場合、３学期の学級懇談会において２名（立候補者数を含む）を選出

する。但し、少人数学級については、実情に応じて配慮する。 

(3) 本部役員の役職及び福祉厚生・文化教養・広報各委員会の正副委員長を互選する。 

 

 

   第３章  学級委員 

 

 （学級委員の選出と就任） 

第９条 毎年４月の学級懇談会で、学級委員１名を選出する。 

(1) ４月当初に立候補を募る。 

(2) 立候補者がない場合、４月の学級懇談会において候補者から１名を選出する。但し、少人数学

級については、実情に応じて配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



   第４章  地域委員 

 

 （選出方法） 

第 10 条 毎年３月上旬に現地域委員は、次年度の地域委員を地域の実情に応じた方法で選出の上、事務局

に報告する。 

 

   南ガーデン、みどり町、三桝町、五丁目、川原町、西町・幸町・三･四丁目、城西町、不二荘園、小寺、神田、

向陽台、川原田、城戸、駅前団地、スーペリア、敷島住宅、南清水、清水、第２向陽台、サンプラザ、トキワ宮

の東、宮ノ裏荘園・上津、戎一･二丁目、橋本・戎三丁目、江戸・泉町、殿城、北大路･南大路、川端･中の島、

北一・二丁目、 雲村、小寺、八ヶ坪 

 

 （定数） 

第 11 条  地域委員の定数は、地域の実情に応じた人数とする。 

 

 

   第５章  付  則 

 

 （兼任および辞退権） 

第 12 条１ 本部役員及び文化教養、福祉厚生、広報、地域の各正副委員長は、学級委員を兼ねることができ

ない。 

     ２ 前年度までに役員・委員（地域委員は除く）を経験した者は、定められた期間内に申し出ることにより、

その子についての役員・委員を辞退することができる。 

但し、本部役員を経験した場合は全ての子について役員・委員を辞退することができる。３ 辞退

権者が多く、学級内での候補者が定員より少なくなった場合は、当該の候補者は自 

動的に選出された者と見なし、その他の者の中から選出を行い、定数に満たない人数を 

選出する。 

 

 （準用規定） 

第 13 条 会の運営に係る一切の選出は、この規定を準用する。 

 

 （規定の改正） 

第 14 条 この規定は、役員会で出席者の過半数の同意を得なければ変更することができない。  

 

 （規定の発効） 

第 15 条 この規定は、昭和４０年５月７日から施行する。 

２ この規定は、昭和５４年２月２０日から施行し、なお改正前の会則は、従前の例により適用する。  

３ この規定は、昭和５７年２月９日から施行する。但し、会則の第 17 条と、第 20 条については、昭和５６ 

年度より適用する。 

４ この規定は、平成元年１月１９日より施行する。但し、第７条の但し書きの規定は、平成元年５月１１日か  

ら施行する。 

５ この規定は、平成１１年１１月２２日より施行する。 

６ この規定は、平成１３年５月１７日より施行する。 

７ この規定は、平成１４年１１月２９日より施行する。 

８ この規定は、平成１５年５月１６日より施行する。 

９ この規定は、平成１６年４月１３日より施行する。 

   10 この規定は、平成２１年５月２２日より施行する。 

11 この規定は、平成２４年５月８日より施行する。 

12 この規定は、平成２５年５月８日より施行する。 

13 この規定は、平成２６年５月８日より施行する。 

   14 この規定は、平成２８年４月２６日より施行する。 

15 この規定は、平成２９年５月８日より施行する。 

16 この規定は、令和元年４月１日より施行する。 

17 この規定は、令和４年１１月２９日より施行する。 


